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首 長 の 行 動 原 理
はじめに
首長が､ 政策形成への影響力をめぐって､ 議会と競争関係にあるという見方は､ 地方政
治研究において新しいものではない｡ 特に､ 産業社会においては､ 政策の形成に首長の持
つ制度上の保障や専門知識を有する補助機関が必要とされ､ それが首長の影響力行使を助
けるものと考えられてきた1)｡ これは､ 首長の影響力を政策形成の複雑化に帰する､ 地方
自治法改正に伴う権限強化と､ それから派生した中央主導の地域開発が､ 日本の政治・社
会に与えた影響から高度成長期の日本の地方政治の動態を捉えた見方である｡
こうした見方と同時に､ 議会の政策形成機能の脆弱性を､ 革新自治体の首長選挙が､ 産
業の高度成長か､ あるいは地域の平和や福祉､ 環境保全かの政策選択を事実上担ったとい
う点から捉えて､ 住民投票による政治への参加が補完したという見方も提出された2)｡ ま
た最近では､ 行政法学者は､ 地方自治法の解釈を通じて､ 首長の公選を､ 直接請求権､ 住




本稿では､ 先ず､ これらの既存の考え方において､ 自治体内の首長と議会､ 首長と補助
機関における政治行為者の行動が十分考察されないまま､ その影響力が議論されてきた点
に鑑み､ 首長の行動の基底をなす原理とはいかなるものか､ それを考える｡ 結論を先取り
すれば､ 首長の行動原理は､ ここでは､ 制度自体に起因するのではなく､ その政治制度を
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機能させる下位の政治システム (political system4)) に由来する点が提出される｡ その際､












確かにあるが､ しかし､ それ以上に注目されたのは､ 執行機関優位のひとつの指標として
｢首長の権限｣ という制度的要因が指摘されたためである9)｡ すなわち､ 首長の自治事務に
おける執行権は概括例示主義で規定されるのに対し､ 議会の議決権は制限列挙主義で規定
されるという点の相違がそれである｡ それは､ 地方自治法149条によると､ 首長には予算
の作成・執行や決算の作成､ 課税・使用料や財産の取得・処分､ そして公共施設の設置な
どに関する条令の作成､ 公文書の保管など､ 幅広く包括的な権限が制度化されているのに





り扱っている10) ｡ こうした制限的な議員権限は､ もちろん機関委任事務の議決にも及ばず
(同法176条)､ 一定の要件のもと､ 再議権すら有する首長の権限とは格段の格差がある｡
こうした首長の優位性を､ その権限に帰する見方に対して､ 議会の同等性を ｢議会の影






その際､ 同書は､ 議会と首長間の影響力を分類して､ ｢合意型｣ ｢対立型｣ そして ｢相乗








共を背景に登場した ｢革新首長｣ の率いる ｢革新自治体｣ では､ ｢革新首長｣ と保守議会




に登場した｡ その際､ ｢保革｣ 対立の潜在化は､ 首長の脱政党化と首長自身の政権基盤の
強化に帰する政党連合を議会内に促したため､ 首長と政党間の対立関係の弱化と､ 政党の
首長への協力・支持の低下を前提に､ 首長の相対的自律性を高めたとされる13) ｡
以上の首長と議会の相互関係についての先行業績から､ 制度上の ｢権限｣ 要因を尺度の
場合､ ｢首長は強い｣ とされるが､ その権限の運用となる ｢影響力｣ という尺度では､ 議
会の影響力は増大したとの見方が提出された｡ ただし､ その際､ 地方自治法による首長権
限の保障を前提に､ 首長による制度的権限の行使を､ 議会内多数派への依存に帰する見方
が新たに加えられたのである｡ すなわち､ 首長の政策形成の達成には､ 多数派の協力が前
提とされたのである｡ 一見､ 両論は対立関係の印象を与えるが､ 以上の検討からも相互排
他的ではなく､ 異なる基準による検討が特徴的の先駆的業績であったということになろ









いる｣ という主張の場合､ 政党化の進行した大都市や中核都市では､ 政党が主要な政治行




では､ 市長提出案の97.7％が可決､ 同意､ 認定､ あるいは承認されている17) ｡ つまり､ 議
会重視論は提案数や可決率といった数量的論拠には防御的ではなかったといえようか｡
これに対し､ 首長の主導性優位強調論の場合､ 議会重視論への反証ほど､ 明示的否定を




















Sartori) は､ 大統領が如何に強力な権限と影響力を有するとも､ 法案の議会通過に際し､


















事例では､ 地方自治法176条は､ 議会が首長の意思に沿わない議案を議決した際､ 対抗措
置としての再議権を首長に認め､ また同法78条は､ 議会による不信任案可決の際､ 対抗措












で､ 統治権は単一となるのに対し､ 大統領制では国民主権は､ 議会と大統領との双方に二
元的に集約され､ 統治権も二分される｡ 議会の多数派が内閣を形成して統治を担う議院内
閣制では､ 多数派が政権を担うという点を前提に､ 選挙民の多数派の意思は統治に安定的
に反映されることになる27) ｡ これに対し大統領制では､ 国民主権を代表する政党の議会内
における分布のあり方如何によって､ 大統領という行政権に集約される国民の意思と､ 議
会に反映されるそれとの間に乖離が生じる可能性があり､ その乖離が生じる事例が分割政

















な中選挙区制 (単記非委譲・制限連記投票制の特殊な例) 下で行なわれてきた｡ 歴史的事
情によって制度化された当該制度は､ 通常各選挙区定数が３人から５人までの複数とされ､
機能的には少数派も代表されたため ｢準比例代表制｣ とも称された29) ｡
こうした代表制を規定する選挙制度は政党システムのあり方に影響を及ぼした｡ 選挙制
度に関する議論では､ 政党システムを選挙制度に帰する ｢選挙制度が政党システムに対し
て影響を及ぼす30) ｣ という見方が定説とされたが､ 異論の提出もないわけではない｡ ｢相
対多数決制は２大政党制に有利に働く31) ｣ と､ 選挙民の機械的自動的要因と心理的要因と
による投票の結果､ 第３党以下の政党が排除されて､ ２党制がもたらされるという小選挙
区制の議論を提出したデュベルジェ (Maurice Duverger) の命題はあまりにも有名である
が､ ロッカン (Stein Rokkan) などは､ 政党システムを選挙制度に帰する因果関係論に疑
義を挟んだ｡ すなわち､ 特定の選挙制度が特定の政党システムを創出するのではなく､ 政
党システムを社会的亀裂の状態に帰する見方がそれである32) ｡ 以上のとおり選挙制度と政
党システムとの因果関係は確かに論争的であるが､ 本稿が求めるべきは､ 議会の選挙制度












者の登場を許す可能性もある｡ ただ何れの事例であっても､ 首長選挙後､ 勝利した候補を










は多党制となり､ 多党制下の政党は知事選挙をめぐって競合し､ 議会内に首長派､ 反首長
派､ あるいは多数派､ 少数派の分類を可能にした35) ｡
これらの整理は一般的には､ 首長を支持する議会内勢力が多数派か少数派かという規模
の軸と､ 二党制か多党制かという議会レヴェルの政党システムの軸とに区分可能である｡
それらのマトリックスは､ ｢多数派―二党制モデル｣ ｢多数派―多党制モデル｣ ｢少数派―





多数派となり､ ｢多数派―二党制モデル｣ がこれに対応する｡ 小選挙区制下の選挙区で表
現された投票者の意思は､ 選挙回数の累計を経て二党制に収斂していくことになる｡ その
際､ 小選挙区での有効政党数36) も限りなく二党制に近づき､ 政党システムは二党制が形成
される｡
首長選挙は､ １人の勝利者を目指して行政領域全体を選挙区として議員選挙の場合と同
様､ 二党による選挙競合が展開される｡ その際､ 選挙区は議員のそれとは異なり拡大する
ため､ 政党化した候補者が必ずしも議席を得るとは限らず､ 脱政党化した候補者の勝利の
可能性も残されている｡ しかし､ 議員の選挙制度から創出された二党が､ 候補者を各々擁








の選択を選挙民は迫られる｡ ステパン (Alfred Stepan) らによる大統領制を採用する国の
政党システムが､ 米国をはじめとして概ね二党制になっている点を提出した調査によって
もその点は裏付けられる37) ｡ その際､ 有効政党数も二党に限りなく近づいていくことにな








となり､ 中選挙区制下での政党数は ｢選挙区定数＋１｣39) となって一般的には定数以上の
政党数の登場が可能となり40) ､ 有効政党数もそれに近づくことになる41) ｡
二元的代表制下の多党制のあり方は､ 大統領制と多党制の組み合わせという大統領制で
の比較から論じることができる｡ メインウォーリング (Scott Mainwaring) は大統領制と
多党制との組み合わせは民主主義の達成には不利であると主張した42) ｡ メインウォーリン
グは､ 25年以上の期間にわたり定期的な競合的選挙が行なわれた民主主義存続の大統領制
国家は､ アメリカ､ コロンビア､ コスタリカ､ ベネズエラ､ チリの５カ国に限定され､ 有
効政党数も､ アメリカが1.9､ コロンビアが2.09､ コスタリカが2.45､ そしてベネズエラ
が2.63となって､ 限りなく二党制に近い形態を提示したのに対し､ 多党化の事例はチリ一
国に限定され､ 有効政党数も4.9であったと述べる｡ 彼の主張は､ 多党制と大統領制との
組み合わせは民主主義国家では稀で､ それは安定した民主主義の実現には不利であると結




あり､ ｢少数派―二党制モデル｣ がこれに対応する｡ 二党制の政党システム下､ 少数派が
首長選挙において自らの候補者を勝利させる場合であり､ それを支える議会内勢力は少数
派となって､ 首長と議会内多数派との党派の相違が分割政府を形成する｡
レイプハルト (Arennd Lijphart) などによると､ 大統領制下で､ 大統領と議会内多数派
との党派の不一致による分割政府 (united government) は､ 米国など､ 一部の事例を除い
て極めて不安定な統治形態とされている44) ｡ すなわち､ 大統領制には､ 大統領と議会の各々
の権限が予め明確に規定され､ 事態の推移に応じて柔軟に権力行使を変化させる余地が乏
しい硬直性(rigidity)45) が､ 政党システムと連動して46) 問題化する可能性があるためであ
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る47) ｡ 大統領制は､ 議院内閣制より強力で有効に機能する行政権を可能にするとしても､
こうした制度の仕組みは､ 政治の停滞と行き詰まりを生み出す可能性があった｡ 多くの大
統領制国家の状況から､ 大統領と議会の多数派とが異なった党派によって統御される事態




として有名である48) ｡ これは分割政府の硬直性を､ 権力の分立を特徴とする大統領制に帰

















以上､ ４つのモデルからも分かるように､ 行政府にとって､ 首長の意思を達成するには､
政府形態の点でも､ 政党システムの点でも首長派､ 反対派の政党規律と凝集性が重要な要




先ず二党制下の場合を検討すると､ ｢多数派―二党制モデル｣ と ｢少数派―二党制モデ
ル｣ が対応する｡ 第一段階では選挙民の意思は､ 首長､ 議会のいずれを問わずほぼそのま
ま反映される｡ その際､ 首長選挙では小選挙区制によって相対多数を得た候補者が､ 選挙
民の意思の反映として首長の地位に就く｡ 一方､ 議会選挙は小選挙区制下で行なわれるた
め､ ｢三乗の法則 (cube rule)｣ によって､ 必ずしも投票者の投票結果が政党の議席に比例
して反映されるとは限らないが51) ､ その意思の表出は選挙から議会へと連動するものと考
えられる｡





実現される｡ 一方分割政府では､ 首長に反映された選挙民の意思と､ 議会の多数派に反映
されたそれとは異なり､ 行き詰まりも想像されるが､ 首長の固定任期という制度に支えら










制下における首長と議会の関係は､ ｢多数派―多党制モデル｣ と ｢少数派―多党制モデル｣
とが適応するように思われる｡ これらのモデルは､ 各々統一政府と分割政府とを特徴付け
るが､ いずれのモデルの場合であっても､ ｢与野党｣ を制度化しない53) 二元的代表制下の
政策形成では､ 執行部による議会内での過半数獲得を目標に､ ３党以上の多党制が､ 基本
的には任意の政党による利益連合を必然化する｡ その際､ 利益連合と執行機関との交渉過
程では､ 執行機関が議決機関の下位に位置する議会政治 (parliamentary government)54) の





多党制下では､ 第一段階では如何なる選挙結果が得られても､ 選挙から首長､ あるいは
議会へと投票者の意思は反映される｡ 議会選挙の結果から､ 過半数の議席を獲得した政党
が皆無のとき､ 政策形成に関して第二段階では､ 首長と議会､ あるいは議会内政党間で交
渉が行なわれる｡ その際必要なことは政策形成には最低限必要な数を確保することである｡
その数は過半数になるが､ 首長選挙の際､ 特定候補者を支持して勝利させた議会内政党が､
通常､ 首長支持派としての連合の枠組みを組織する55) ｡ この点は､ 議会内に多数党の不在




とは異なって､ 議院内閣制における場合ほど重要な問題とはならない56) ｡ 問題の所在は､
首長と議会間における政策形成をめぐる交渉である｡ ただしその際重要となるのは政府形








に突き当たる｡ 政党が権力を追及する政治行為者である以上､ 政権の獲得に､ 数をめぐる
交渉が重要な要因になることは､ ライカー (William Riker) やガムソン (William A.
Gamson) らの事例を見ても明示的である57) ｡
首長が自らの意向を実現させようとする際､ 議会内で多数派調達をするのはやむを得な




し､ 政策形成を通じて政権の奪取さえ目論もうとするであろう｡ その際当該政党は､ 連合
のあり方如何では､ 首長の提案を拒否し､ 首長の支持政党に挫折感すら与える可能性もあ





ようと､ 過大規模勝利連合を目指して政権に接近する｡ その際､ 多数に満たない過小規模
連合では目的は達成できないが､ かといって最小勝利連合としての投票調達では､ 賛成者
のみならず反対者の多数をも証明することになるため､ 最小勝利連合が必ずしも好ましい
ものとはならず､ 議会連合では協同的定和ゲーム (cooperative constant sum-game) の様
相を呈する｡ 圧倒的多数で可決されれば､ 提案の正当性は誇示されるし､ また圧倒的多数
で否決されれば､ 再提案も断念される可能性があるからである58) ｡ さらに､ 首長において
もこうした過大規模の投票連合は､ 自らの提案に正統性を担保する利点にもなるため､ 首











権の危機にまで発展する可能性があり､ 議院内閣制下での ｢おどし (black mail)59) ｣ の政
治に値するものとなる｡
以上の点は､ 選挙民の意思が選挙制度によって多党制に変換される際､ 議会内に極小政
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党を顕在化せしめることをも意味し､ 二元的な権力均衡は当該政党のおどしによって不均
衡に陥り､ 場合によっては政権さえ不安定な状況に晒す可能性すらある60) ｡ しかもそうし











す恐れが生じるのである｡ この点は､ 議院内閣制の議会が､ ふたつの両立し難い､ すなわ
ち ｢立法｣ と ｢政権の擁護｣ という機能61) を担っている点に由来している｡
しかしながら､ 二元的代表制の議会には､ 議会に首長を支える責任は基本的には生じず､
政権を支える意識は政党に希薄であるため､ むしろ首長に対する監視と批判などの ｢野党










くわけではない｡ 問題の所在は､ 特定政党の影響力の過剰な行使によって､ 選挙民の意思
の反映として登場した首長の意向に支障を来たす点である｡






また ｢少数派―多党制モデル｣ の分割政府の場合でも､ そもそも首長支持派自体が少数
であることを前提に､ 首長支持派の要求以上に､ 過半数の確保を目的として特定政党の取






らも､ 首長は必要に迫られた政策形成を行なわなければならないのである｡ 本稿は､ ｢多
数派―多党制モデル｣ ｢少数派―多党制モデル｣ に見られる､ 首長の政治行為者 (特定政
党) の要求に対するこのような譲歩を ｢主導性の弱化｣ と定義する｡
首長の政治行為者に対する譲歩は議会内に限定されるわけではない｡ 議会に提出された
提案が円滑に処理されるには､ 議会はもとより執行機関に包括される補助機関や職員機構
との合意も必要とされるからである63) ｡ そのため､ 首長には､ 政策立案を担う執行機関に
対して､ 行政を掌握し､ 議会との調整を図り､ 対外折衝を円滑に進めることを通じて自治
体行政の成果をあげるという能力64) が求められる｡ しかし､ 英国の場合とは異なり､ 現実
には首長を補佐する補助機関でさえ職員機構からの起用が多いという政治的任命職の寡少
性によって､ 首長と職員機構間に政策立案をめぐって衝突が生じると､ 両者は一気に政治
化する可能性がある65) ｡ その政治過程では､ 選挙民の意思を代表する首長であっても､ 首
長は首長と職員機構との利害のあり方によって､ その能力を弱め､ 当該機構の主張に沿っ
て譲歩を迫られることにもなり､ その能力には疑義が生じることになる｡ その結果､ 首長
の意向は変容し､ 選挙民の意思の反映は齟齬を来たすことになるのである｡ 公選首長の意
向が､ 政策形成に反映されないのであれば､ それは選挙民の意思を反映した政治とはなら











自治体の労働者集団としての立場も有し両義性を持つ｡ 後者の場合､ 人事､ 給料､ 身分､
勤務など､ 労働条件全般に関する事項の調整は､ 制度上首長や補助機関､ さらに職員機構
の幹部職員との交渉に付される必要があるため､ 労使で交渉の場が持たれるのが一般的で
ある｡ 特に､ 都市部の行政需要の肥大化した自治体での政策立案の状況に鑑みれば､ 仮に
首長の意向が､ 単に政策の立案という事項に限定されても､ 現実にはその具体化では労働
条件など､ 職員の分限にも抵触する可能性があるため､ 首長や補助機関は､ 職員団体 (多
くの場合は労働組合) との調整を迫られる｡ また既存の政策の変更や､ 財政状況改善のた
めの行政機構の改革などといった課題になると､ 既定事項の変更が必至となって､ 一層労
使間での調整は重要性を帯びる66) ｡ 以上のように､ 自治体職員の身分上の問題に加えて､
政策立案における課題設定の点においても､ 労組は首長など､ 執行機関の上層と利害が厚
い関係になっているのである｡
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 . 首長と執行機関との相互関係と選挙民の意思
一方､ 自治体の職員団体である労組は､ 政党と協調的な関係を維持してきた｡ そうした
労組は利益団体の性格を有するため､ 歴史的には多くの場合社会党や共産党候補者を各級
選挙で支持し､ そうした勢力の議会内進出の拡大化を通じて､ 自らの利益の実現を図って
きた｡ またこれらの政党も､ 支持基盤の安定化のために､ 人材の供給源をそれらに求め､
議会内勢力の極大化を図ってきたのである67) ｡ 参議院旧全国区や現行比例区選挙において､
自治体の職員労組や教員労組などの出身代表が候補者として送り込まれたことは周知の通
りである68) ｡ 国政選挙における政党と利益団体とのこうした関係は､ 政党の地方組織にお
いても同様の様相を呈し､ 多くの人材が労組から地方議会に供給されていった69) ｡

































派とに峻別できる｡ これらを整理すると､ ｢首長支持―首長支持派多数モデル (Ａ)｣ ｢首
長支持―首長支持派少数モデル (Ｂ)｣ ｢首長不支持―首長支持派多数モデル (Ｃ)｣ そし





この事例では､ 一般的に再選を前提として､ 首長は労組からの主張に抵抗し難く､ それ
に譲歩して妥協を強いられる可能性がある｡
( )首長と首長支持派との関係




この事例では､ 一般的に再選を前提として､ 首長は労組からの主張に抵抗し難く､ それ
に譲歩して妥協を強いられる可能性がある｡
( )首長と首長支持派との関係
この事例では､ 一般的に､ 首長支持派に対しては再選を前提に､ 首長は支持派の主張に





る70) ｡ 大統領制におけるこのような事情を考慮すれば､ 首長は分割政府に直面する場合､
首長支持派の少数克服を反首長支持派間の選択的動員によって行ない､ その凝集性 (co-
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( )首長と首長支持派との関係






この事例では､ 一般的に､ 首長支持派に対しては再選を前提に､ 首長は支持派の主張に













党との相互関係では､ 首長は政党から ｢再選への支持｣ と政策形成達成を目的とした ｢多
数の保障 (過半数)｣ を得るという関係にあり､ また逆に､ 政党は首長から ｢主張の可能
性｣ という関係を持って､ 相互に自律的となる｡ 一方､ 首長と労組との相互関係では､ 首
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権をいかに評価するかという問題として登場した (進藤兵 ｢自治体の首長制度｣ 西尾勝・村松









しかしながら､ 大正末期から昭和初期に下って､ ｢大正デモクラシー｣ の台頭による地方政
治への政党化が浸透すると､ 普通選挙､ 平等選挙の実施ともあいまって ｢党弊｣ が懸念される






喜 『東京都政の研究』 第２章)｡ 以上は戦前の市町村における政府形態の制度的特徴の概観で
あったが､ 戦後はこうした状態は､ 戦後に至って議決機関による執行機関の選出という間接選
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